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はじめに

　1998年、日本の自殺死亡者は前年と比較し約35％急増
して31,755人（人口動態統計による）となり、はじめて
年間３万人を突破した１）。その頃、私は大阪府非常勤監
察医として、大阪市において死体検案・解剖を担当して
いた。大阪市内では、1997年に525人であった年間自殺
者が、1998年には、876人となり、わずか１年で約67％
の急増と、全国よりもさらに著しい増加をみたのであっ
た２）。背景には、1997年に始まったアジア金融危機に関
連し、不良債権処理のための銀行による貸し渋り・貸し
はがしがあり、関連して失業率は急増し、日銀の短観も
急激に悪化した。大手銀行の倒産や、大手証券会社の自
主廃業がその象徴であった。
　1998年の自殺の急増に伴い、自殺の動機・背景も、も
ともとの精神疾患等が主要な原因となるものから、突然
の解雇、職場でのパワーハラスメント、過労自殺等、経

抄録
　1998年の自殺者急増を発端とする日本の自殺対策の経緯、現状、今後の方向性について概説した。まず、自殺対策
基本法制定以前に先進的に取組まれた地域づくり型自殺対策として青森県の例を解説し、セーフティプロモーション
としての評価とその限界についても触れた。
　次に自殺対策基本法制定の経緯とその基本認識について解説した。同法は、自死遺族、民間団体と超党派議員の連
携により議員立法によって制定された。自殺の多くは追い込まれた死であり、社会的な要因も踏まえた総合的な対策
により減らせるものとして位置づけられた。また、自殺予防と遺族支援が国並びに自治体の責務として明確化された。
　同法制定後約10年を経て、日本の自殺者数は自殺者急増前の水準まで減少した。しかし、日本の自殺死亡率が国際
的になお高い水準にあり、若年者の自殺死亡率の減少幅が小さく、取組みの自治体間格差が拡大したこと等課題も残
り、同法は2016年に改正された。改正法は、誰も自殺に追い込まれない社会を目指すこと、自殺対策は生きることの
包括的な支援であることを基本理念とし、自治体への自殺対策計画策定を義務付けた。
　改正自殺対策基本法に基づく自殺総合対策は、セーフティプロモーションの取組として評価することができる。こ
の自殺総合対策の枠組みは、セーフティプロモーションの他の対象領域、すなわち、事故、暴力の予防、災害の減災
にも活用可能である点について、最後に考察した。
キーワード：自殺対策基本法、生きることの包括的支援、市町村自殺対策計画　
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済・生活問題や勤務問題を主要な原因・動機とするも
のに様変わりしたことを、私は監察医として実感してい
た。このことは、原因・動機に関する警察庁の自殺統計
に基づく自殺対策白書１）にも記載されている。この自殺
者の急増が起点となり、日本の自殺対策は、社会問題と
して認識され、政策化への道のりを歩むこととなる。
　本稿は、自殺対策基本法（2006年）の制定の経緯、そ
の後の自殺対策とその成果をまず振り返る。次いで、
2016年に改正された自殺対策基本法の概要とその目指す
ところ及び今後の自殺対策の方向性について述べる。し
めくくりに、日本における政策としての自殺総合対策
を、セーフティプロモーションとして捉えうることとそ
の意義について、若干の考察を行う。

１．自殺対策基本法制定以前の北東北における
自殺対策－青森県の例

　秋田県、青森県、岩手県の北東北３県では、自殺対策
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基本法（2006年）が制定される以前から、先進的な地域
づくり型自殺対策が実施されていた。本稿では、青森県
における自殺対策３）について、簡単に触れておく。
　一般的に、自殺予防対策におけるアプローチは、①う
つ状態や精神疾患など自殺のリスクの高い人を早期に
発見し、早期の治療につなげようとする医学モデル、②
まちづくりとしての心の健康づくり対策、③包括的自殺
総合対策等とする分類ができる４）。青森県において採用
されたアプローチは、まちづくりとしての心の健康づく
り対策であった。青森県において自殺対策が始められた
2003年当時は、自殺や自殺予防に対する偏見がまだまだ
強く、「自殺について口にすること自体が、自殺を増や
す」とまで主張する人もいた。そのような状況の中で、
施策としての自殺対策を導入する青森県の戦略は、自殺
について多くを語らず、住民全体を対象とする心の健康
づくりとして取組む、というものであった。この戦略を
採用することで、多くの自治体首長は、施策として自殺
対策に取組むことを受け入れた３）。
　当時の青森県における心の健康づくりによる自殺対策
とは、具体的には次のような手順で組織的に行われた。
県保健所は自殺に関する市町村の地域診断を行い、自殺
死亡率の高い市町村に自殺対策への取り組みを促し、県
立精神保健福祉センターは自殺予防のノウハウに関する
技術支援を行った。その戦略は、ハイリスクの人たちを
対象とする2次予防ではなく、すべての住民を対象とす
る1次予防であった。併せて、「地域の力で自殺を防ぐ」
とする全県的なキャンペーンが実施された３）。
　先進的な取組が行われた鶴田町では、まず、健診を受
診した男性に対する心の健康についてのアンケートが、
地域診断のために実施された。ハイリスク者のスクリー
ニングのためではなかった。その結果、趣味、身内や周
囲との交流、身体状況、経済状況、健康と休養、性格の
柔軟性等が良好な人は、心の健康度が高く、自殺やうつ
状態に陥らずにすむことが判明した。このことを、リー
フレット等の毎戸配布と保健協力員による心の健康に対
する寸劇を用いて住民に伝え、自殺をしなくてもすむま
ちづくりとしての心の健康づくりが進められた。同様
の手法で、自殺対策基本法が施行される前に、約3分の
2の市町村が、自殺対策に取組んでいた３）。各市町村が
地域診断に基づき対策に取組み、評価を行いながら進捗
管理をしたこと、ポピュレーションアプローチにより住
民全体を対象としたこと、住民も巻き込み自殺に対す
る差別・偏見を減らす地域づくりとして取組んだこと
等、セーフティプロモーションとして評価できる取組み
であったと言えよう４）。ただし、当時の青森県における
取組みは、経済・生活問題や勤務問題を含めた複合的な
背景を持つ人に対して包括的な支援をする取組みではな
い、という限界があった。
　なお、まちづくりとしての自殺予防に取組むことの意
義と必要性については、既に別稿４）にて詳しく論じてい

るので、そちらをご参照いただきたい。

２．自殺対策基本法制定の経緯と基本認識

　日本における健康づくりの指針である「21世紀におけ
る国民健康づくり運動（健康日本21）」（2000年）の中に
は、「休養・心の健康づくり」が項目として含められて
いた５）。しかし、これだけでは、自殺対策に取組むべき
行政の責任は不明確であった。それが明確となったの
は、自殺対策基本法の制定によってであった。自殺対策
基本法（2006年）制定経緯を表１に示す。2000年、あし
なが育英会は、親を自殺でなくした青少年を集めた自死
遺児ミーティングを開催した。それまで、自殺に対する
差別・偏見のため、自分の親が自殺で亡くなったことを
語れなかった遺児たちは、同じ立場の仲間と、そのこ
とをはじめて語り合ったという。2001年、遺児たちは、
NHKのテレビ番組で、顔と名前を公表して思いを語っ
た。更に、当時の首相にも面会し、自殺対策の必要性を
訴えた。そのことにより、ただちに自殺対策が政策化さ
れた訳ではない。しかし、その意義はきわめて大きい。
自殺問題の一番の当事者である自殺者は既にこの世にい
ない。そしてその次の当事者である遺族も、差別・偏見
を恐れて、自殺について語ることができず、自殺対策に
はいわば当事者が不在であった。そのため、自殺は社会
問題として捉えられず、個人の問題として矮小化されて
いたためである。自死遺児が思いを語ることで、自殺は
はじめて社会問題として捉えられ、自殺対策が政策と
して位置づけられる引き金となったという６）。2005年に
は、参議院厚生労働委員会において「自殺総合対策」決
議が挙げられたり、自殺対策関係省庁連絡会議が開催さ
れたりする等、自殺対策を政策として位置づけるための
政策的議論が本格化した。2006年には、自死遺族と民間
団体が中心となり、全国的な署名活動が展開され、「自

表１
西暦 自殺対策基本法制定過程に関連する出来事

2000年

・�「健康日本21」において、自殺予防と関連して「休養
と心の健康づくり」が課題として設定
・�あしなが育英会が、自死遺児ミーティングを開催。
自死遺児編集委員会（あしなが育英会）が文集『自
殺って言えない』を発刊

2001年

・�NHKのテレビ番組で、自死遺児が、顔と名前を公表
して肉声で始めて思いを語る。
・�自死遺児が、首相（当時）と面会し、自殺対策の必
要性について語る。

2004年 ・NPO法人自殺対策支援センターライフリンク設立

2005年

・「自死遺族のつながり」シンポジウム開催
・国会議員会館にて自殺対策シンポジウム開催
・�参議院厚生労働委員会において「自殺総合対策」決
議
・自殺対策関係省庁連絡会議設置
・自殺対策に関する政府指針

2006年

・�自死遺族と民間団体が中心となり、10万人超署名と
ともに、「自殺対策の法制化を求める要望書」を、超
党派議員有志と連携し、国会に提出。
・議員立法により、自殺対策基本法制定
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殺対策の法制化を求める要望書」が国会に提出され、超
党派議員による議員立法により、自殺対策基本法が制定
された。すなわち、自殺対策基本法は、専門家主導で行
われたのではなく、自死遺児が声を挙げたことが発端と
なり、自死遺族や民間団体、そして超党派国会議員の連
携によって制定にこぎつけたのである６，７）。
　図１は、自殺で亡くなった523人の遺族を、自死遺
族、民間団体、研究者のチームが全国行脚し、インター
ビュー調査することで作成された『自殺実態白書』か
ら抜粋した自殺の危機経路である８）。サークルの大きい
ものほど、頻度の高い危険要因であることを示す。70余
りの危険要因が把握され、様々な要因が複雑に絡み合っ
て自殺に追い込まれていくことが明らかにされた。亡く
なった１人あたり、平均約４つの危険要因を抱えて自殺
に追い込まれていたことが判明した８）。この図から理解
できることがいくつかある。うつ状態や精神疾患は確か
に頻度が高く、自殺のすぐ手前にある危険要因である
が、多くの事例では、それに先立って様々な危険要因が
あって、うつ状態や精神疾患に追い込まれていた。した
がって、うつ状態や精神疾患に対する対策だけでは、自
殺のリスクを抱えた人を救うには十分でない８）。また、
個別の問題それぞれに対して、窓口が縦割りで対応する
のではなく、複数の窓口が連携して総合的に支援するこ
との必要性も見えてくる８）。複数の問題を抱えて希死念
慮を抱いた人は、心理的視野狭窄に陥るとともにパワー
レスとなる。現実的には、適切な窓口を複数訪れること
は極めて困難な状況に置かれる。そのような状況の中で

自治体は、申請主義と縦割りの壁を破って連携し、複数
の問題を抱えた人がどこかの相談窓口にさえたどり着け
ば、芋づる式にその人が必要としている様々な支援策に
たどり着ける環境を作ることが求められる８）。
　このような自殺の実態を反映し、自殺対策基本法
（2006年）では、多くの自殺は個人の自由な意志や選択
によるのではなく、「追い込まれた末の死」であると捉
えた。その上で、自殺は、社会的な要因も踏まえ、関係
者の連携による包括的な取組みにより、減らすことがで
きる政策課題として位置づけられた。この法律により、
はじめて自殺予防対策と、大切な人を自殺で亡くした人
への支援が、国及び地方自治体の責務として法的に位置
づけられたのである。
　東京都足立区では、自殺対策基本法に謳われた自殺総
合対策のモデルとなる取組みが実施された。足立区の
取組みには、①相談支援のネットワーク、②当事者に対
する支援、③人材育成、④啓発・周知の4本の柱があっ
た９）。①については、その具体的手段として、連携する
相談機関で共通相談紹介票「つなぐ」シートを用いるこ
とが含まれた。②については、「雇用・生活・こころと
法律の総合相談」という名称のワンストップサービス
や、生活困窮者自立支援制度を活用したパーソナルサ
ポートサービスや自死遺族支援が実施された。③につい
ては、レベル別ゲートキーパー研修が導入されるととも
に、全ての区職員は、全員初級のゲートキーパー研修を
受講することとなった。④については、区内全小中高等
学校児童・生徒を対象とするSOSの出し方教育が実施さ

図１　自殺の危機経路

文献８より抜粋
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れた９，10）。
　他方、自殺のない社会づくり市区町村会が、全国市区
町村長への呼びかけにより、2011年７月に結成された。
全国300以上の市区町村が、「かけがいのない命を守るた
めの公共インフラとしての役割を果たすことを」（設立
趣意書からの抜粋）目指し、自殺対策に関する研修会を
開催したり、国等への自殺対策関連施策の要望をしたり
する等の活動を行っている11）。

３．自殺対策基本法制定後10年間の対策の効果と課題

　2006年に自殺対策基本法が制定されても、全国的には
自殺者の減少はすぐには見られなかった。その理由の１
つとして考えられたことは、自殺対策基本法が施行され
ても、多くの自治体には自殺対策を実施する予算的な裏
づけが直ちには得られなかったことがある。2009年に自
殺対策緊急強化基金が内閣府自殺対策推進室により造成
され、全国の都道府県並びに市町村に自殺対策のための
基金が配布されたことにより、この点については抜本的
な改善がみられた。また、2010年改正貸金業法並びに改
正利息制限法の施行等により、新たに深刻な多重債務者
を生み出さない仕組みが作られたり、多重債務者に対す
る相談・支援体制が充実されたりしたことも特筆される
べきであろう。また、2012年からは、厚生労働省並びに
復興庁の補助金事業としての寄り添い型相談支援事業
（24時間フリーダイアルによる何でも相談、「よりそい
ホットライン」）が全国的に展開された。これらを含め
た国並びに地域レベルでの総合的な対策により、日本の
自殺死亡者数は、2010年より減少傾向となり、2015年に
は、23,121人（人口動態統計）まで減少した。
　しかしながら、日本の自殺死亡率は、依然としてG7
諸国の中で、最も高い状態にとどまる緊急事態はつづい
ており、若年者の自殺死亡率の減少率が小さいこと、勤
務、家庭、学校問題を背景とする自殺の減少率も小さ
く、男性無職者の自殺率は依然として極めて高いレベル
にとどまっていた12）。また、取組みの進んでいる自治体
と遅れている自治体の格差が拡大した。そのような状況
の中、自殺対策基本法は、同法制定10周年にあたる2016
年、抜本的に改正された。

４．改正自殺対策基本法（2016年）の概要

　改正自殺対策基本法13）は、第２条に規定された基本理
念において、自殺対策は生きることの包括的支援として
実施されるべきものであり、保健、医療、福祉、教育、
労働その他の関連施策との連携により総合的に実施され
るべきものであることを明記した。法改正の実務的な柱
は次の３点である。１点目は、自殺総合対策が、全ての
都道府県並び市町村に義務づけられたことである。自治
体の自殺対策に対する国からの交付金は、自治体の自殺
対策計画に基づいて交付されることとなった。２点目
は、国及び自治体レベルにおける自殺対策推進体制の強

化である。内閣府から厚生労働省に移管された自殺対策
推進室には専任の大臣官房参事官が配置されるととも
に、総合政策の遂行が継続できるような組織体制が構築
された。また、国立精神・神経医療研究センター自殺予
防総合対策センターは、自殺総合対策推進センターとし
て改組され、自殺政策に対するシンクタンク機能並びに
自治体支援機能を持つ組織として位置づけられた。ま
た、各都道府県並びに指定都市には、市町村の自殺対策
推進の拠点として、地域自殺対策推進センターの設置が
義務付けられた。３点目は、これまで、補正予算で対応
していた地域自殺対策に関する予算を、毎年当初予算に
計上することにより恒久財源化したことである。
　ついで、2017年７月には、国としての実際的な自殺対
策の方向性を示す新しい自殺総合対策大綱14）が閣議決定
された。新大綱では、自殺総合対策の基本理念が、誰も
自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指すもの
とされ、自殺対策は、社会における生きることの阻害要
因を減らし、生きることの促進要因を増やすことを通じ
て、社会全体の自殺リスクを低下させることとされた。
すなわち、自殺対策は、ハイリスクの個人に対する対策
ではなく、社会を変える対策として位置づけられたので
あった。重点施策として、地域レベルでの取組みへの支
援強化、子ども・若年者の自殺対策、勤務問題による自
殺対策の推進等が追加された14）。また、国レベルでの自
殺対策の数値目標として、2015年と比較し、2026年まで
に、自殺死亡率の30％以上の減少が設定された14）。

５．地域自殺対策計画策定の支援について

　前述の通り、改正自殺対策基本法では、全ての自治体
に対して、地域自殺対策計画の策定が義務付けられた。
一般市町村が、自殺者を減らせるような実りある計画策
定を行うためには、国や都道府県による支援の強化が必
要と考えられ、自治体支援のための新たな仕組みが導入
された。都道府県や政令指定都市に設置される地域自殺
対策推進センターは、市区町村の地域自殺対策計画の策
定・進捗管理・検証等を行い、自殺対策を地域づくりと
して総合的に推進するものと規定された14）。精神保健福
祉センターや保健所等も必要に応じて、市町村支援の強
化に協力することとされた15）。また、自殺総合対策推進
センターは、全ての自治体に対して、各自治体の地域特
性を明確にする自殺実態プロファイルを配布し、地域自
殺対策の類型化を行った地域自殺対策政策パッケージを
公表するとともに、地域自殺対策推進センターに対する
技術的な支援を担うことになった14）。また、厚生労働省
自殺対策推進室は、都道府県並びに市町村自殺対策計画
策定の手引き16）並びに事業の棚卸し事例集17）を公表し、
計画策定の支援を行うこととなった。

６．地域自殺対策計画策定の流れと留意点

　厚生労働省「市町村自殺対策計画策定の手引き」16）か
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ら、計画策定の流れと留意点の概要を述べる。計画策定
は、次の４つのステップにより進めることが推奨されて
いる。１）「意思決定の体制をつくる」、２）「関係者間
で認識を共有する」、３）「地域の社会資源を把握する」、
４）「自殺対策計画を策定する」。１）の「意思決定の体
制をつくる」では、首長（または副首長）が計画策定の
責任者になることが求められている。行政トップがリー
ダーシップを発揮し、計画策定に全ての部局への協力を
要請し、庁内横断的な体制を整えることが、計画策定の
カギを握るとされる。その上で、広く住民の参加を得た
り、地域ネットワークの参加を得たりすることが求めら
れている。２）の「関係者間で認識を共有する」では、
自殺対策の理念、地域の自殺実態、自殺対策の目標（数
値目標と評価指標）を共有することが求められている。
自殺対策の理念とは、自殺対策とは生きることの包括的
な支援であること、その推進には、関係部局の緊密な連
携が重要であること、その推進は地域ネットワークの構
築にもなること、その推進には行政トップのリーダー
シップが欠かせないことである。３）の「地域の社会資
源を把握する」では、まず、庁内において、事業の棚卸
しを行い、庁内の多様な事業を生きることを支える取組
みとして位置づけて、幅広く計画に盛り込むことが望ま
れている。その上で、地域の様々な活動を民間団体等に
よる活動も含めて把握し、できるだけ幅広く計画に盛り
込むことが求められている。その際、厚生労働省が事務
連絡で発出した「市町村事業の棚卸し事例集」17）を参考
にすることができる。４）の「自殺対策計画を策定する」
では、「市町村計画策定の手引き」に記載された計画の
雛型を参照して計画の全体構成を考え、検証可能な指標
を定めて、計画を策定すべきことが述べられている16）。

おわりに

　セーフティプロモーションとは、事故・災害、暴力に
よる傷害や死亡、自殺等を、住民参加を含む部門横断的
な協働に基づき、科学的な介入と評価により予防しよう
とする取り組みである４）。表２は、セーフコミュニティ
の認証指標と改正自殺対策基本法に基づく地域における
自殺対策それぞれの特徴を示す。改正自殺対策基本法に
より想定されている自殺対策や自殺対策計画策定のプロ
セスは、セーフコミュニティ活動やセーフコミュニティ
の認証プロセスと類似性を持つ。拙著４）において、日本
における自殺対策基本法に基づく自殺総合対策がセーフ
ティプロモーションとして捉えられることについて考察
をした。それから約６年を経過し、改正自殺対策基本法
による自殺対策は、表２に示された自治体における部門
横断的な組織的取り組みとしての特徴が強化され、以前
にも増してセーフティプロモーションとして捉えられる
ものと進化していると思われた。自殺対策だけでなく、
セーフティプロモーションの他の対象である事故、暴
力、自然災害の減災などにおける取組においても、改正

自殺対策基本法に基づく対策の枠組みを参照すること
は、効果的な対策を採る上で有益と考えられる。
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